
2 東南アジアにおける政治的 ･経済的 ･社会的

要因と水資源開発

京都大学東南アジア研究センター 本 間 武

は し が き

東南アジアにおける水資源の農業利用を主題 とする本 シンポジウムは,水資源利用の技術的

側面に重点がおかれているが,技術的側面を主 とする場合においても,非技術的側面に注意を

払 う必要がある｡ 自然的条件あるいは自然的基礎が技術的計画の設定あるいは実施のための与

件であるのと同 じように,政治的 ･経済的 ･社会的諸条件 もまた,重要な与件 となる｡ しかも,

これ ら社会的経済的諸条件は, 自然条件 と異なって,変化 しやすい｡ とくに,低開発匡=こおい

ては, きわめて流動的である｡事実,東南アジアにおいては, これ らの条件が現在変化のまっ

ただ中にあるといえよう｡

わた くLが,東南アジアの政治的 ･経済的 ･社会的な側面の分析の重要性を強調する動機は,

わが国か ら東南アジアにおもむ く技術専門家が ともすれば東南アジアを 日本 と同 じように考え

るきらいがあることにある｡また,かれ らが しば しば東南アジアが国によって相異する点,時

の経過 とともに変化 している点に気づかないことにある｡さらに,一部の専門家には東南アジ

ア諸国が新興独立国であるとの認識を欠 くのではないかとさえ思われることがある｡非技術的

側面についての十分な理解を欠 く計画がうま くゆかないことは,当然だといえよう｡

わた くLは,京都大学東南アジア研究計画の一環 として,1963年10月か ら, ｢東南アジア,

とくにタイ国における農業改良技術の農民段階-の浸透｣ とい うテーマのもとに,現地調査研

究をつづけてきているO ここに,この研究の一部 として,東南アジアの水資源の農業的利用を

め ぐっての政治的 ･経済的 ･社会的な基本的問題の所在を,とくにタイの場合を例にとって,

明らかに したい｡

Ⅰ 政 治 の 安 定 と 行 政 の 能 率

水資源利用計画は politicsandgovernmentと二重の意味において,密接な関係にあるoひ

とつには,東南アジアにおける水資源利用計画は,ほとんどすべてが政府宙営事業 として営ま

れるという厳然たる事実のためである｡今 日,南北問題の解決 として低開発国にたいする援助

がやかま しく唱え られ,水資源利用計画にたい しての外国の援助 もまた積極的である｡ しか し,

これ らの外国の援助がいかに大 きくて も,計画実施の主体は,外国でも国際機関でもな くて,
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あ くまでも,その国の政府そのものである｡だから,水資源利用はその国の政治 ･行政の問題

であるといえよう｡もうひとつには,水資源利用計画は着工から完成にいたるまで数年,時に

は何十年もかか り,長期的な性格をもっているためである｡このため長期にわたり政治が安定

的であるかどうかということが, 強 く影響する｡ たとえば1965年 6月の Johnson構想として

の東南アジア10億 ドル援助は, とくに Mekong河流域開発を重視 しているようであるが,覗

在のベ トナム動乱下では,Mekong河流域開発計画は決 して容易ではなかろう｡

タイの場合を考えると,この国は,他の東南アジア諸国にくらべ,きわめて恵まれていた｡

第 1にタイは戦時中は日本と同盟関係にあって戦災を被らなかったうえに,戦後いちはや くア

メリカをは じめとする西欧陣営と友好関係を保ち,アメリカを主 とする外国援助を積極的にと

りいれたこと｡第 2に終戦以来20年,ときにはクーデターがあったものの,政権の委譲はいわ

ば平和のうちに行なわれ,政治が終始安定的であったこと｡この国内的,国際的な政治関係の

安定こそ,水資源利用計画を発展させえた基礎条件である｡東南アジアの他の諸国はこの基礎

条件にさえ欠 くのであった｡ (たとえば,フィリピン,マラヤにおいてさえ,共産党分子のゲ

リラ的反乱があった｡)

タイの水資源利用計画と politicsandgovernmentとの関係において考慮されなければな

らない他の面は, 次の 3点である｡ 第 1には行政能率が低いことである｡ この inefficiency

の理由がどこに求められるかは大きな問題であろう｡この弊害は,経済効果が問題となる投資

事業において,いっそう強く感 じられるのであるC第 2は graftandcorruptionであるoサ

リット前首相の汚職にたいする追求の声は,彼のせい去後にわかに激 しくなった｡ しか し現職

の高官の汚職についての公然たる批判の声は聞かれない｡第 3は,タイに非常に強 く見 られる

官庁間の縦割 り制度である｡この縦割 りは,各省の問だけでなくて,省内の各局の問に見 られ

るOたとえば,農務省の米穀局 と農務局とはそれぞれ別に試験場を全国に配置し,その間の協

力はない｡かんがい局は国家開発省に属するが,かんがいによる農作物試験のための試験場を

もつ｡農業試験技術にかんしてみても,このような縦割 りが行なわれているのである｡この極

端な sectionalism のためにどれだけ国全体の行政能率が低下 していることであろう｡ 重要な

行政上の問題と思われる｡タイの場合,水資源利用計画は発電 ･舟運に至るまで,すべて,国

家開発省のなかのかんがい局の掌握するところであり,そのかぎり能率的であるといえよう｡

しか し,かんがい効果をあげるためには,同 じ国家開発省内の土地開発局 ･土地組合局あるい

は農務省の米穀局あるいは農務局との密接な協力が必要である｡にもかかわらず,これら各局

とは,まったく無関係な状態にあり,協力関係はぜんぜんないといってよいのである｡

Ⅲ 経 済 効 果 と 資 金 調 達

東南アジアにおける水資源利用計画を通 じての共通的な特徴として,次の諸点が指摘されよ
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う｡

a 水資源利用計画は,上述のようにほとんど全部が中央政府の事業であること｡

b たいていの場合,多目的な計画であること｡

C 緊急の要請であるとの意識が強いこと｡

d 国家の威信 (nationalprestige)が常に念頭にあること｡

e 建設資金のみならず建設技術も外国からの援助をあお ぐこと｡

これ らの諸特徴は,ともすれば経済的考察を軽 くさせる傾向にある｡ しか し,それがあ くま

でも経済事業であるかぎり,経済的側面が強 くとりあげられねばならない｡経済面から水資源

利用計画を問題とする時,わたくLは,とくに次の 2点を指摘強調 したい｡

第 1は,経済効果,あるいは投入産出関係 (input-outputrelation)の問題である｡もちろ

んこの経済効果を問題とするためには,技術計画それ 自体が十分にね りあげられたものでなけ

ればならない｡実は,東南アジア諸国においては,計画が技術的に十分であるかどうかというこ

とにさえ,大きな疑問がもれたているのが普通である｡ さらに,また,経済効果で直接に問題 と

なる点は outputの totalvalueである｡totalvalue計算のためには,priceと quantity と

の両面が問題となる｡ところが,東南アジア諸国で計画をたてる時,最 も簡単なはずの output

の quantity さえも正確につかみえないのである｡たとえは Yanheeダム建設の場合, その

貯水によって, 下流に 2毛作 すなわち 冬作に野菜やマメ類をとりいれようと計画 している｡

しか し,技術的にいったいどれだけ裏作ができるのか,計画立案当時ほとんど予想することが

できなかった｡かんがいによる裏作物栽培の実際の経験がないどころか,実験 さえも行なわれ

ていなかったか らである｡ しかも,inputのほうも,計画が十分でないために,たえず修正 さ

れる｡そのうえ,事業実施期間が長いだけに,inputの変更 されることも多い｡また,output

のうち波及効果をどれだけ計算すべきかも,統計資料の不足のために,非常にむずか しい｡だ

か ら水資源利用計画がほとんど経済効果の予想分析な しに,いわば国家威信の問題だけで実施

に移されるきらいがないわけではない.わたくLは,資材および労力の最適配置という見地か

らだけでも,できるだけ経済効果が分析されるべきだと考える｡もちろん, 日本の建設事業に

おいて経済効果予想分析が充分に行なわれているかどうか疑問である｡資料に不足 し,変動の

激 しい東南アジアで充分な経済効果予想分析を行なえということは無理であろう｡ しか し,あ

きらめて しまわずに,できるだけの努力は払われなければならない｡

第 2は資金調達の問題である｡東南アジア諸国においては,水資源利用計画は国営事業以外

にありえない｡地方公共団体の事業とするには,地方財政が貧弱きわまり,中央政府の統制力

が強いOまた,農民があまりにも貧 しいために,受益者負担はありえない.これ らの諸.尉 こお

いて,わがEEJの水利事業とは非常に異なる｡ところが,国営事業である以上,投下資金は国家

財政か ら調達されなければならないが,東南アジア諸国ではこれを国家収入からまかなうこと

- 17-



東 南 ア ジ ア 研 究 第 3巻 第 4号

は容易でない｡外国か らの無償援助 (すなわち贈与あるいは賠償)または借款返済のために外

貨準備が枯渇 して しまうというインドやインドネシアの場合が生まれる｡これ らの点について

は,国際援助の項で論ぜ られよう｡

Ⅲ 村 落 社 会 と 農 民 主 体

水資源利用計画において,政府の施策とあいならんで重要なことは,末端段階において農民

がいかにこの計画に対応するかとの点である｡

タイの場合,Chainat取入堰か らの幹線水路は完成されているが,そのあとの支線以下の水

路網はほとんど未完成のままである｡また東北タイでは tankが完成 しているが用水路を建設

しなければならない部落に資金も技術もないから用水路ができず tankが遊んでいるところが

多いという1'｡ これ らの事実は,水資源利用計画と村落社会あるいは農民主体との関係につい

て次のような問題を提起 している｡

第 1に,タイの村落においては協同作業を営むだけの充分な基盤があるかどうかとの問題で

ある｡この点 もっと詳 しく研究 しなければならないが,概 して村落協同体的性格が弱いのでは

ないかと思われる｡ Cornell大学の BangC壬lanProjectに参加 した California大学 Phillips

教授の報告は,タイの中央平原において大規模な農家間の協同作業が行なわれえないことを強

く指摘 している2'｡ 土地協同組合 (LandCooperatives)が奨励されているが,ほとんどその

実績があがっていない｡また,土地の交換分合がきわめて困難である｡これ らはすべて村落協

同体的な性格の弱いことを示すものである｡

第 2は農民の主体的条件である｡すなわち,農民が水資源利用計画にむすびついて土地条件

を整備 しようとするだけの意欲 ･技術 ･資金をもっているかどうかとの問題である｡

a わたくLは,農民 自身が土地条件の整備について意欲をもっていることは認める｡かれ

らは,消費パター ンの激 しい変化,現金収入増大の強い必要に直面 している｡農業技術改

良の根本条件がかんがい排水を主 とする土地条件の整備にあることを知っている｡ もちろ

ん,どれだけを知っているか,その程度が問題であるけれども,かれ らは決 して無知では

ない｡

b む しろ問題は技術である｡かんがいに対応するだけの農業技術,たとえば,施肥 ･新品

種 ･栽培方法などが習得 されていない｡ひとつにはこれ ら新技術の研究がいまだ充分でな

いことにもよろうが, 同時にその 新技術の 農民段階への 普及がお くれていることにもよ

る｡

1) 安芸殴- :東南アジアにおける水利開発の問題点について,東南アジア研究Ⅲの 1

2) HerbertP.Phillips,ThaiPeasantPersonality,ThePatterningofInterpersonalBehavior
intheVillageofBang°han,BerkeleyandLo§Angeles,1965,p.17.
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C 最もむずか しいのは資本である｡つまり,かれ らは投資するだけの資本を蓄積すること

ができない｡農民側における savingがありえないわけである｡ これについては,農民段

階における savingandcapitalaccumulationの問題として充分な 検討を 必要とするで

あろう｡ しか し,水資源利用計画で農民が負担するのは,末端水路のように,資金よりも

む しろ労力なのである｡ しかも,タイにおいて農民はいわば常時 underemploymentの状

態におかれているか ら, 休閑労働力を 動員することは 決 してむずか しいとは 考えられな

い｡ただ農民労働力とむすびつ く,それほど多額ではない資本が末端段階において調達さ

れなければならない｡

d 土地所有制度は重要な関係をもっている｡ タイの Rangsit地区かんがい工事は地主制

のために可能なのであった｡長期的に見て地主制が望ましい かどうかは別の問題である｡

ただ短期的にいって,地主制のもとでは じめて,私的資本の投下がありうるわけであるo

e 教育あるいは農業普及がとりあげられなければならない｡先進国においては,農民の教

育レベルを高めるための投資は,最 も生産的だといわれているし,また,農業改良技術や

経営を指導する extensionserviceの効果も高 く評価されている｡低開発国においてもし

か りであろうo水資源利用計画は,末端において農民教育あるいは農業普及と固 くむすび

つかなければならない｡ この点は,技術的計画において, しば しば無視されている｡充分

に反省されなければならないことであろう｡

このように,伝統的な村落社会や農家経済は,新 しい水利体系なりかんがい施設なりに容易

にマ ッチしない｡む しろ新 しい体系や施設の実現を妨害するものだといえよう｡村落社会や農

民主体を新 しい制度に適応 させるためには,広義の教育と時間の経過 とが必要 とされる｡とこ

ろが低開発国における水資源利用計画は緊急の必要とい うスローガ ン的な要言青をもつ｡この緊

急性 と伝統的在来社会の緩慢な適応 との間のラッグこそ低開発国の悩みではなかろうか｡
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